八千代町農業者等物価高騰対策支援金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、近年の物価高騰の影響を受けている農業者の経営の安定を支援するため、予算の範囲内において八千代町農業者等物価高騰対策支援金（以下「支援金」という。）を交付することについて、八千代町補助金等交付規則（昭和43年規則第13号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)　認定農業者　次に掲げる者のうちいずれかに該当する者
ア　農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号。以下「法」という。）第12条第１項に規定する農業経営改善計画（以下「経営改善計画」という。）の認定を受けた者
イ　令和９年３月31日までに経営改善計画の認定を受ける見込みの者
(2)　認定新規就農者　次に掲げる者のうちいずれかに該当する者
ア　法第14条の４第１項に規定する青年等就農計画（以下「就農計画」という。）の認定を受けた者
イ　令和９年３月31日までに就農計画の認定を受ける見込みの者
(3)　いばらきみどり認定者　次に掲げる者のうちいずれかに該当する者
ア　環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号。以下「みどりの食料システム法」という。）及び茨城県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本計画（以下「基本計画」という。）に基づき、知事の認可を受けた者
イ　令和９年３月31日までにみどりの食料システム法及び基本計画に基づき、知事の認可を受ける見込みの者
（交付対象者）
第３条　支援金の交付対象となる者は、次の各号に全て該当する者とする。
(1)　令和８年８月１日現在、町内に住所を有する個人若しくは主たる事務所を有する法人であること。
(2)　次のいずれかに該当する者であること。
ア　認定農業者又は認定新規就農者
イ　アに該当しない農業者で、農業販売金額が100万円以上の者（個人は令和７年分の農業所得用収支内訳書、法人は直近に確定した決算書類により算定する。）
(3)　町税の滞納がないこと。
（支援金の種類、額等）
第４条　支援金の種類、額等は別表１のとおりとする。
（支援金の交付申請）
第５条　支援金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、八千代町農業者等物価高騰対策支援金交付申請書兼請求書（様式第１号）に必要な書類を添えて、令和９年１月31日までに町長に提出しなければならない。
（支援金の交付決定）
第６条　町長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、支援金を交付することが適当と認めるときは、八千代町農業者等物価高騰対策支援金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。
２　町長は支援金の交付を決定する場合において必要があると認めたときは、申請者に対し条件を付することができる。
（交付決定の変更又は取消し）
第７条　町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定を変更又は取り消すことができる。
(1)　当初の交付申請の内容に変更があったとき。
(2)　第６条第２項の規定により付した条件に違反したとき。
(3)　提出した書類に、虚偽の申請その他不正行為があったとき。
(4)　その他、町長が不適当と認めたとき。
２　町長は、前項の規定により交付決定を変更又は取り消す場合は、八千代町農業者等物価高騰対策支援金交付決定内容変更（取消し）通知書（様式第３号）により、交付決定者へ通知するものとする。
（支援金の返還）
第８条　町長は、前条の規定により交付決定を変更又は取り消した場合において、支援金が既に交付されているときは、当該支援金の全部又は一部の返還を命ずることができる。
（関係書類の保存）
第９条　支援金の交付を受けた者は、当該支援事業に係る帳簿その他の書類を整理し、事業完了の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。
（その他）
第10条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。
附　則
（施行期日）
１　この訓令は、公布の日から施行する。
（失効）
２　この訓令は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。
別表１（第４条関係）
	種類
	対象者の区分
	支援金額

	基本支援金
	認定農業者又は認定新規就農者
	５万円

	
	認定農業者及び認定新規就農者以外の農業者で農業販売金額が100万円以上の者
	２万円

	加算支援金
	基本支援金の要件に該当し、いばらきみどり認定者である者
	３万円



